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東日本大震災（以下震災という）では，地震に伴って

発生した津波による仙台湾での海底土の攪乱や陸土の流

入1）などの水産資源生息環境の変化のほか，漁船の被災

による稼働漁船数の急激な減少とその後の復旧2）があっ

た。こうした震災に伴う様々な変化が宮城県海域で漁獲

される水産資源にも影響を及ぼしたと考えられる。震災

の影響を受けた海域では資源の調査報告がなされている

が，震災前後の水産資源動向を調べた報告事例は国の行

う資源評価の対象種以外では少なく，特に宮城県海域で

は佐伯ら3）による震災直後の漁業資源の現況報告がある

が,震災後も継続的に調べた報告は白木原ら4）による定置

網の漁獲統計から資源密度を調べた報告があるのみであ

る。

宮城県水産技術総合センターでは，毎年6月（震災年の

2011年だけは7月）に仙台湾での水深別の6定点で，タラ

類稚魚の分布密度把握を目的とした定量的な底びき網調

査を実施している。この調査では，タラ類稚魚以外にも

多くの生物が入網し，主たるものについては個体数と重

量について記録されている。時期，場所，漁具,曳網速度・
時間が決まっている調査であることから，この記録デー

タは，その場所でのその時期の相対的な生物生息密度と

して扱うことができる。そこで，震災前後の2008年から

2015年までのデータをとりまとめて，2011年の東日本大

震災の前後での変化について調べたので報告する。

材料と方法 

仙台湾での調査点は図1に示す6定点であり，北緯38°

10′ライン上のそれぞれ水深30m，40m，60m，100ｍ，

150m，200mである。底びき網調査に使用した船舶は，震
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災前の2008年から2010年は水産技術総合センターの拓洋

丸（総トン数120トン），震災年の2011年は拓洋丸が被災

したため，民間の底びき網漁船を用船，2012年から2013

年までは修繕した拓洋丸，2014年以降は新造した調査船

みやしお（総トン数199トン）で行っている。それぞれ、

総トン数は異なっているが，底びき網の規模や構造，曳

網速度に大きな差はないことから，この研究報告では全

て同等の採捕効率と見なして処理した。

入網した生物のうち水産有用種については，全長，体

重を個体別に測定しているが，数が多い小型のものは最

大，最小個体の全長あるいは体重と総個体数および総重

量のみを測定している。ここでは，水産有用種の魚類に

ついて生物種ごとに集計し，水深別の重量，総個体数を

それぞれ相対的な生息密度（以下,生息密度,重量密度,

個体数密度という）としたほか，総重量と総個体数から

計算した平均体重を成長の指標として用いた。

底びき網調査で得られた底魚類から，有用水産魚種と

してデータを整理したのは，異体類17種（ヒラメ，マコ

ガレイ，マガレイ，イシガレイ，ヌマガレイ，ホシガレ

イ，メイタガレイ，アカシタビラメ，ソウハチ，ヤナギ

ムシガレイ，ヒレグロ，ムシガレイ，アカガレイ，ミギ

ガレイ，ババガレイ，サメガレイ，アブラガレイ），タラ

類4種（マダラ，スケトウダラ，エゾイソアイナメ，トウ

ジン），その他の底魚類13種類（アイナメ，マアナゴ，シ

ログチ，ホウボウ，カナガシラ，ケムシカジカ，イカナ

ゴ，ハタハタ，ナガヅカ，キアンコウ，アオメエソ，ギ

ス，ユメカサゴ）の計34種類である。なお，異体類につ

いては，100m水深を基準として，ヒラメからソウハチま

でを浅海域の異体類，ヤナギムシガレイからアブラガレ

イまでを沖合域の異体類として分けて扱った。調査では

このほかに頭足類，甲殻類，腹足類などのデータも得ら

れてはいるが,生物種の同定や個体数の記録が部分的に

行われていないものもあり,震災前後の比較をするには

データが不足することから,この報告ではデータの揃う

魚類のみを対象とした。なお，マダラとスケトウダラの

当歳の稚魚は，調査結果が別途とりまとめられている5）

ので，本研究報告では当歳以外の捕獲物である1歳魚を対

象とした。

調査の生息密度の変化と海域の資源動向が一致するか

をみるために，宮城県総合水産行政情報システム（魚市

場統計のデータベース）を用いて，対象種（シログチに

ついてはニベ・シログチ分類，キアンコウについてはア

ンコウ類分類）の日別の水揚量と水揚漁船隻数データか

ら，年の合計水揚量と年のCPUE（kg / 隻・回）を集計・

計算して用いた。ただし，CPUEについては概ねの動向を

みる目的であることから，複雑化を避けるために漁業種

別ではなく全漁業種一括で計算した。

なお，宮城海域での漁獲圧の指標としては，宮城県が

震災復興進捗状況として公表している稼働漁船数2)を整

理した。

結 果 

年別生物種別に水深別重量，総個体数，平均体重及び

魚市場水揚量とCPUEの震災前後の推移を図2，図3，図4，

図5に示した。水深別重量からは重量密度と分布域の変化，

総個体数は個体数密度の変化，平均体重からはサイズ構

成の全体的な変化を知ることができる。

１ 水深別重量密度 

図2の魚種ごとの水深別重量密度の推移をみると，震災

前後で増減がみられた。浅海域の異体類のヒラメ，マコ

ガレイ，マガレイ，イシガレイ，メイタガレイ，その他

底魚類のアイナメ，マアナゴ，シログチ，カナガシラ，

ナガヅカ，キアンコウ，ハタハタで震災後に増加傾向を

示し，浅海域の異体類のアカシタビラメ，沖合域の異体

類のヤナギムシガレイ，ヒレグロ，アカガレイ，ミギガ

レイ，ババガレイ，タラ類のマダラ，エゾイソアイナメ，

その他底魚類のホウボウ，ギス，ケムシカジカは震災後

に急増しその後減少傾向を示した。また，浅海域のヌマ

ガレイ，ホシガレイ，沖合域の異体類のムシガレイ，サ

メガレイ，アブラガレイ，タラ類のトウジン，その他底

魚類のユメカサゴは震災後の一時期のみ出現した。一方，

タラ類のスケトウダラ，その他底魚類のイカナゴ，アオ

メエソは震災後に減少傾向を示した。浅海域の異体類の

ソウハチは震災年に減少しその後増加したのち再度減少

した。このように何らかの増加をみせたものが多数を占

めた。震災後に増加傾向を示したのは浅海域に分布する

魚種が多く，震災後に急増後減少に転じたものは沖合域

の魚種が多いという傾向がみられた。なお，2014年の40m

水深では，ヒラメ，マコガレイ，マガレイ，ソウハチ，
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アイナメ，シログチ，カナガシラが明らかに突出した高

い値を示しており，これら浅海性の魚種が調査点周辺に

蝟集するような何らかの要因があった可能性がある。そ

のため，これらについてはデータの傾向をみる際に前後

の年の同一水深の数値と同水準であったと仮定して判断

した。

次に水深別分布についてみると震災前後で分布水深に

明らかな変化がみられたのはその他底魚類のケムシカジ

カのみであり，震災年の2011年に深場への移動が見られ

た。それ以外の魚種では分布水深についてほとんど変化

は見られず, 浅海域の魚種のヒラメ,イシガレイ,シログ

チ,ホウボウで重量密度の増加に伴う分布域の拡大がわ

ずかにみられた程度であった。

２ 個体数密度と平均体重

図3の魚種ごとの個体数密度の推移で震災前後の増減

があったものについてみると，浅海域の異体類のヒラメ，

マコガレイ，マガレイ，アカシタビラメ，イシガレイ，

メイタガレイ，沖合域の異体類のババガレイ，その他底

魚類のカナガシラ，シログチ，ハタハタで震災後に個体

数密度の増加傾向を示し，浅海域の異体類のヌマガレイ，

沖合域の異体類のヤナギムシガレイ，ヒレグロ，ミギガ

レイ，その他底魚類のマアナゴ，ホウボウ，ナガヅカ，

ユメカサゴ、ギスは震災年の2011年以降に急増した後で

減少傾向を示した。浅海域の異体類のソウハチ，タラ類

のエゾイソアイナメ，スケトウダラ，その他底魚類のケ

ムシカジカは震災前後を通じて減少傾向を示したほか，

沖合域の異体類のアカガレイ，タラ類のマダラ，その他

の底魚類のアイナメでは震災前後を通じて増減変動がみ

られた。重量密度と同様に浅海域の魚種に増加傾向のも

のが多く，沖合域の魚種に増加後減少するものが多い傾

向が見られた。

次に，図4の平均体重の推移をみると，浅海性の異体類

のヒラメ，マガレイ，沖合域の異体類サメガレイ，ババ

ガレイ，タラ類のエゾイソアイナメ，その他底魚類のキ

アンコウ，ユメカサゴで震災後に増加傾向を示した以外

は，大きな変化がないか不規則に増減していた。 個体数

密度とともに平均体重が震災後に明らかに増加傾向を示

したのは、浅海域の異体類のヒラメ，マガレイと沖合域

の異体類のババガレイのみであった。

３ 魚市場水揚量とCPUEの推移

図5の魚種ごとの魚市場の水揚量とCPUEの推移（マダラ

とスケトウダラは1歳魚のみの統計がないので除いてあ

る）のうち,資源動向を反映していると考えられるCPUE

と図2の水深別重量密度を比較してみた。これらの増減が

概ね同様の傾向を示したのは，浅海域の異体類のヒラメ，

マコガレイ，マガレイ，イシガレイ，メイタガレイ，ソ

ウハチ，沖合域の異体類のアカガレイ，ババガレイ，タ

ラ類のエゾイソアイナメ，その他の底魚類のマアナゴ，

シログチ，カナガシラ，アオメエソ，ギス，アイナメ，

ケムシカジカであり，震災後のみ概ね同様の傾向を示し

たのは，浅海域の異体類のアカシタビラメ，沖合域の異

体類のミギガレイ，アブラガレイ，その他の底魚類のホ

ウボウ，ハタハタであった。傾向が異なっていたのは，

沖合域の異体類のヤナギムシガレイ，ヒレグロ，その他

の底魚類のナガヅカ，キアンコウ，ユメカサゴであった。

なお，ホシガレイ，ヌマガレイ，ムシガレイ，サメガレ

イ，イカナゴ，トウジンは底びき網調査のデータが少な

く判断できなかったが，ホシガレイ，ヌマガレイ，ムシ

ガレイは魚市場水揚のCPUEの高くなった時期に底びき

網調査で捕獲されている点では合致している。これら傾

向が判断できなかった6魚種と1歳魚の水揚統計がなく

CPUEと比較できなかったマダラ，スケトウダラの計8魚

種を除いた26魚種についてみると，17魚種と多くの魚種

で底びき網調査の重量密度の推移が魚市場水揚のCPUE

の推移と同じような増減動向を示し，震災後のみ一致ま

でを含めると22魚種とほとんどの魚種で同じよう傾向を

示した。また，浅海域に生息する魚種では異なる動向を

示すものはなかった。

４ 漁船稼働隻数の推移 

表1に2011年（震災日前）から2015年までの宮城県の漁

船復旧状況2）を漁船稼働数の推移として示した。震災で

は沿岸漁業を行う小型漁船のうち刺網漁業はほぼ壊滅し，

小型底びき網漁船は一部が残存した，また，操業中であ

表１　漁船稼働隻数の推移

復旧率

2011年（震災日前） （基準：100％）

2012年2月 49%

2013年2月 73%

2014年2月 80%

2015年3月 93%

時  期 漁船稼働隻数

約9000隻

約8400隻

約4400隻

約6500隻

約7200隻
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った沖合底びき網漁船はほとんどが残存した。さらに，

魚市場の再開は早いところで2011年6月であり，震災直後

は漁獲圧がほぼゼロとなった。その後，復興事業等によ

り漁船数は増加していったが，震災前の水準に戻ったの

は2016年以降であり，震災後の漁獲圧は隻数の増加に比

例して増加したと考えられる。ただし，震災前とは異な

り，沖合底びき網漁船は震災後に操業海域を宮城県海域

に縮小して操業しているほか，宮城県海域でも操業でき

る他県の底びき網漁船は震災後宮城県海域では操業して

いない状況にある。

考 察 

多くの魚種で調査の重量密度と魚市場水揚物のCPUE

の推移が同様の傾向を示したのは，調査の重量密度が資

源動向を反映していたためと考えられる。ここでは重量

密度や個体数密度，平均体重が資源動向を反映している

ものとして，漁獲圧の変動との関係について考察する。 

水深100m以浅の浅海域に生息する魚種では，震災年の

2011年には重量密度，個体数密度とも急激な増加はなく，

翌年以降から年々増加していくものが多かった。浅海域

に生息する魚種を漁獲する漁船のうち小型底びき網漁船

の一部を除いてほぼ全船が壊滅したために，震災前の水

準までの復旧に5年ほどを要し，その間に漁獲されなかっ

たことから成長やそれらを親魚とする加入によって重量

密度あるいは個体数密度を増加させていったと考えられ

る。ヒラメは浅海域での典型的な変化事例であり，震災

の前年級が高加入であった5）ことに加え，放射性物質に

よる国の出荷規制により震災後の漁船の復旧にもかかわ

らず2年間ほど漁獲圧が低くなっていたため，その成長の

速さもあって急速に資源量が増大したと考えられる。

2014年には震災前の5倍以上の1600トン近くの水揚量に

達している。このことは，宮城県海域の資源を含む太平

洋北部系群についての国の資源評価6）でも，資源水準が

高位，資源動向が増加，漁獲割合が震災前の半分程度と

なっていることからも裏付けられる。また，図6に示すと

おり，調査点での重量密度と宮城県の年間の魚市場への

水揚量は強い相関があり，6月期のこの調査でのデータか

らその年の水揚量が予想できることを示している。白木

原ら4）の報告でも震災後にヒラメの定置網周辺の平均資

源密度が増加したとしており同様の結果であった。他の

浅海域の魚種でも底びき網調査の重量密度，個体数密度

が増加傾向にあり,かつ平均体重が増加か同水準を維持

しており，魚市場水揚のCPUEと同様の傾向にあるマコガ

レイ，マガレイ，イシガレイ，メイタガレイ，カナガシ

ラは，資源量が増大している可能性が高いと考えられる。

カナガシラは白木原ら4）も震災後増加した魚種と報告し

ている。今後，ヒラメのような資源解析による確認が期

待される。 

一方，震災前後の重量密度と個体数密度の推移から判

ったように，主に水深100m以深の沖合域に生息する魚種

では震災年の2011年には多くの魚種で急激な増加があっ

たが，翌年からは年々減少し，2015年には震災前に近い

水準まで低下している。震災年の調査は震災の約4か月後

に行われており，この間に新たな加入や急激な成長が多

くの魚種で同時に起こることは考えられないことから，

震災年の密度の増加は漁船の被災などによる操業停止で

漁獲圧が一時的になくなったことで漁獲されずに漁場に

残った個体数により生息密度が高くなったものと考えら

れる。また、沖合底びき網漁船は震災時に沖合で操業中

であったことから被災を免れたものが多く，操業再開後

は震災前に近い漁獲圧が資源にかかり，沖合域の魚種の

生息密度はババガレイを除き年々低下していったと考え

られる。ババガレイが重量密度では同様の傾向なのに個 

体数密度と平均体重で他の魚種と異なる傾向を示した。

白木原ら4）は震災後定置網周辺の平均資源密度が増加し

ていたと報告しており，魚市場での水揚のCPUEも増加傾

向を示していることから，漁獲による減少を上回る何ら

かの増加要因があったものと思われる。永尾ら7）は東北

図６ ヒラメの調査捕獲量と水揚量・CPUEとの関係 

18



底びき網調査からみた震災前後での底魚類生息密度の変化 

海域での底びき網調査結果から,ババガレイの現存量は

2010年以前の15年間と比較して2011年以後は高い水準が

維持され,平均体長は2011年以降増加傾向にあるとして

いる。本調査での傾向は,この変化によるものと思われる。 

 これらのほかに，震災後に漁獲圧が減少したにもかか

わらず，震災後の重量密度が減少傾向を示したスケトウ

ダラ，イカナゴ，アオメエソや震災前後を通じて個体数

密度が減少傾向を示したソウハチ，エゾイソアイナメ，

スケトウダラ，ケムシカジカについては，海流などの海

況の影響,底質などの変化,回遊による海域への移入・移

出,他の増加魚種による捕食などの漁獲以外の要因が海

域の分布密度に影響している可能性があり，こうした観

点からの検討も必要と考えられる。特に，ソウハチとケ

ムシカジカは震災年の2011年には重量密度や個体数密度

あるいは分布水深で他の魚種と異なる推移を示したこと

から，海底土の攪乱による底質環境の変化が影響を与え

ていたかもしれない。なお，イカナゴとエゾイソアイナ

メは白木原ら4）も震災後減少と報告しており，本報告と

同様の結果であった。

今回の調査結果から，年1回，6月に実施した底びき網

での定点調査で水産資源の生息密度の変化を把握するこ

とによって，おおまかな資源動向が推定できる可能性が

示された。多くの魚種について資源評価を行うには，多

大な労力を要するため，このような調査は簡易的な資源

動向把握には有用であると思われる。また，震災前の宮

城県海域の漁獲圧は資源に対してかなり強いものとなっ

ていて漁船のCPUEを低くしていた可能性があること，さ

らに，この漁獲圧が大きく下がることによって生息密度

が高くなる，あるいは成長乱獲，加入乱獲状態が解消さ

れて漁船のCPUEが上昇した可能性があることが実際に

データから示された意義は大きいと考える。長期間漁獲

圧が抑制された浅海域の魚種では，持続的に生息密度が

高く維持される傾向がみられる一方で，沖合域で漁船の

操業が再開以降は生息密度が急速に減少してきている。

宮城県海域で操業可能な他県船の操業は未だ行われてい

ないが，今後操業が行われるようになれば，現状以上の

漁獲圧がかかるようになる。震災後に多くの魚種で上昇

したCPUEを維持しながら持続的で効率的な生産を行って

いくには，過剰な漁獲圧とならないような工夫と努力が

必要である。そのためには，このような底びき網調査の

継続による資源動向の把握とともに水産有用魚種の個別

の資源評価を順次実施していくことが重要である。なお，

推定精度の向上のためには底びき網調査の頻度を上げる

ことが考えられる。今後，近隣海域の同様の調査を行う

機関の協力体制が構築できれば，データを総合すること

でより精度の高い資源動向の推定ができると思われる。 

要 約 

宮城県海域で毎年6月に6定点で行われる底びき網調査

で捕獲された底魚類の水深別重量密度，個体数密度，平

均体重の推移について，2011年の東日本大震災を含む

2008年から2015年までの期間を対象として調べた。併せ

て，同じ期間の宮城県内魚市場での水揚量とCPUEの推移

を資源動向の指標として，震災前の隻数を基準とした震

災後の宮城県の稼働漁船隻数の推移を資源への漁獲圧の

指標として，相互の関係性から底びき網調査の資源動向

把握への有効性と漁獲圧の変化と生息密度の変化に関す

る考察を行った。

1）定点での定期的な底びき網調査による底魚類の生息密
度の把握は，資源動向を把握する上で有用であると考

えられた。

2）捕獲されたほとんどの魚種で，東日本大震災前後の生
息密度に変化がみられ，浅海域に生息する魚種では震

災後年々増加したのに対し，沖合域に生息する魚種で

は震災直後に急激に増加しその後減少するという違い

が見られた。

3）浅海域と沖合域での生息密度の変化の差は震災後の稼
働漁船の漁獲圧の差が大きな要因であると推定された。

即ち，漁獲圧が比較的長期にわたって低かった浅海域

では，震災前の成長乱獲や加入乱獲が改善された一方

で，震災直後の漁獲圧の低下が早期に回復した沖合域

では急激な密度上昇の後に年々の減少で震災前の水準

に近づいていったと考えられた。
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